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Abstract
Children today have opportunities to use various media with Internet access, including computers, mobile 
phones, and games. At the same time, consumer concerns related to children’s access to the Internet are like-
wise increasing. Education regarding safe media usage is urgently needed. However, current educational sup-
port is not enough because children have higher attention than adults, and the trend changes rapidly. This 
study reveals the reality and challenges of consumer culture classes in elementary and in junior and senior 
high schools.
The results of the study show that many teachers in elementary, junior high, and senior high schools used 
mobile phones （PHS phones, feature phones, smartphones） and computers with a certain level of knowledge 
and experience regarding consumer culture. However, their knowledge regarding specific crimes was not suf-
ficient. The differences in the gender, school level, or course of study were not significant; but on the other 
hand, their knowledge and experience consumer culture seemed to decrease as their educational level, expe-
rience, and age increased. The teachers themselves also had concerns about their own lack of knowledge and 









＊ 「平成 25 年度学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果（概要）」（文部科学省，2014 年 9 月，pp.21-
22）によれば，平成 25 年度中に ICT 活用指導力に関する研修を受講していないと回答した教員は全体の約 7 割で
あった．前年度（平成 24 年度）と比較しても，ほとんど改善されていない．


























当用」の 3 種類の調査票を作成し，2013 年 6 月に送付した．調査票返信期限を 7 月末としていたが，返














校種 回収学校数（校） 回収率（％）：校 回収票数
小学校 64/300 21.3 148
中学校 100/300 33.3 171
高等学校 100/300 33.3 193
計 264/900 29.3 512




回答者の属性，校種，担当教科等の内訳は Table 2 に示した．全体をみれば，性別は若干男性が多い
ものの，ほぼ半数ずつとなった（男性 54.1％，女性 45.9％）．また，Table 3 に示したように教職経験年
数は 20 年以上 30 年未満が最も多く（40.2%），次いで 10 年以上 20 年未満（23.0%）であった．回答者に
若手は少なく，ある程度の経験を積んだ中堅以上が多いことが分かる．「その他」の回答が 1 名あるが，





小計 家庭科 社会科 生徒指導 小計 家庭科 地歴・公民科 生徒指導
件数 割合 件数 割合 件数件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数件数 割合 件数 割合 件数 割合
男性 227 54.1% 64 43.2% 106 2 4.0% 41 71.9% 63 98.4% 107 0 0.0% 41 89.1% 66 97.1%
女性 235 45.9% 84 56.8% 65 48 96.0% 16 28.1% 1 1.6% 86 79 100.0% 5 10.9% 2 2.9%




全　体 小学校 中学校 高等学校
件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合
5 年未満 43 8.4% 20 13.5% 12 7.0% 11 5.7%
5 年以上 10 年未満 63 12.3% 21 14.2% 26 15.2% 16 8.3%
10 年以上 20 年未満 118 23.0% 30 20.3% 46 26.9% 42 21.8%
20 年以上 30 年未満 206 40.2% 50 33.8% 67 39.2% 89 46.1%
30 年以上 81 15.8% 26 17.6% 20 11.7% 35 18.1%
その他 1 0.2% 1 0.7% 0 0.0% 0 0.0%





等学校間の大きな差は見られなかった．全体では，大体 5 ～ 6 割の教員が携帯電話か PHS を毎日使用
していた．日本全体の普及率からすると若干低いように感じるが，携帯電話，PHS を「使わない」と答
えた 28.1%（144 名）のうち，スマートフォンの利用については「ほぼ毎日」使用すると答えた人は 79.9%
（携帯電話，PHS を使わない人のうちの 115 名）であったことから，スマートフォンも携帯電話，PHS
も使わないと答えた 4.3%（22 名）と無回答 5 名（いずれも無回答 3 名と携帯電話，PHS を使用しない 2










程　　度 使わない 無回答 合計
ほぼ毎日 87 1 1 1 196 10 296（57.8％）
週 3，4 回程度 3 2 0 0 27 0 32（6.3％）
週 1，2 回程度 0 0 1 0 11 0 12（2.3％）
月 2，3 回程度 0 0 0 0 9 0 9（1.8％）
使わない 115 2 2 1 22 2 144（28.1％）
無回答 15 1 0 0 0 3 19(3.7%)
合計 220(43.0%) 6(1.2%) 4(0.8%) 2(0.4%) 265(51.8%) 15(2.9%) 512(100%)





ると答えた．小学校で若干割合は減るものの（「ほぼ毎日」77.0%,114 名），「週 3，4 回程度」の 10.1%（15
名）を加えると，9 割近くが PC を使用していることが分かる．これは，教材や資料の作成等に必要であっ
たり，インターネットやメールなどで活用していたりすることも考えられる．また，前節で概観した「携
帯電話，PHS，及びスマートフォン」を使用しない 22 名についても，そのうちの 13 名が「ほぼ毎日」PC
を使用しており，いずれも使わないと回答していたのは 4 名のみであった．この 4 名全て，教員経験年
数が 20 年以上の回答者であり，年齢がある程度高いことも推測できる．加えて，タブレット PC に関
しても，それほど多くはないものの，7.2%（37 名）が「ほぼ毎日」使用していると答えている．「使わな
い（80.3%）」「無回答（4.9%）」を除くと，頻度には差があるものの 15％程度の教員がタブレット PC を使
用する機会があると言える．これらは，小柳（2010）が行った調査では，対象を中学校現職教員に限って
はいるが，93% が携帯電話を，63% がデスクトップ PC を，73％がノート PC を使用しているとの結果
が出ている 4）．こうした状況も踏まえると，現状としても多くの教員が PC 等の利用をしていることが
示唆される．
Table 5　PC，タブレット PC の使用状況
使用頻度
全体 小学校 中学校 高等学校
PC タブレット PC PC タブレット PC PC タブレット PC PC タブレット PC
ほぼ毎日 86.7% 7.2% 77.0% 4.1% 90.1% 8.2% 90.1% 8.8%
週 3，4 回程度 5.7% 3.1% 10.1% 2.0% 4.1% 3.5% 4.1% 3.6%
週 1，2 回程度 4.3% 2.1% 6.8% 2.0% 2.9% 1.2% 2.9% 3.1%
月 2，3 回程度 1.6% 2.3% 3.4% 2.0% 1.2% 2.9% 1.2% 2.1%
使わない 1.0% 80.3% 2.0% 84.5% 0.6% 80.1% 0.6% 77.2%
無回答 0.8% 4.9% 0.7% 5.4% 1.2% 4.1% 1.2% 5.2%





活用したサービス，トラブル等についてである．結果は Table 6 に示した．
1）　SNS（ソーシャルネットワーキングサービス）やブログ等
コミュニケーションツールとしても子どもたちが活用している SNS やブログ等の使用について訊ね
た．SNS については，約 3 割（31.8%）が「実際に使用・経験したことがある」と答えている．さらに，「使
用・経験はしていないが，意味や内容を知っている」と回答した人も 4 割近く（38.7%）いた．ブログに





























SNS ブログ アバター サーチ行為 アカウント・ハッキング
件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合
実際に使用・経験したことがある 163 31.8% 111 21.7% 45 8.8% 29 5.7% 2 0.4%
使用・経験はしていないが意味や内
容を知っている
198 38.7% 374 73.0% 210 41.0% 67 13.1% 145 28.3%
意味は知らないが聞いたことはある 97 18.9% 22 4.3% 168 32.8% 121 23.6% 143 27.9%
聞いたことがない 48 9.4% 1 0.2% 81 15.8% 289 56.4% 215 42.0%
無回答 6 1.2% 4 0.8% 8 1.6% 6 1.2% 7 1.4%








と経験についての変数（以下，消費文化知識・経験）とした（最大値 57 点，最小値 21 点，平均 39.9 点，
標準偏差 6.326）．更に，教員の消費文化経験のうち，サーチ行為，キーロガー＊＊，リアルマネートレー
ド＊＊＊，アカウント・ハッキングの 4 項目を「問題行為」とし，消費文化に関する知識と経験と同様に，
4 点から 1 点として点数化し（無回答は除外），この合計点を「問題行為知識・経験」とした（最大値 15 点，


































































































件数 割合 件数 割合
自分の専門的知識が足りない 174 69.9% 88 48.1%
生徒の生活経験の差が大きい － － 59 32.2%
自分の（消費文化に対する）経験が足りない 132 53.0% 59 32.2%
実践の方法がわからない 112 45.0% － －
他に優先したい学習内容がある 100 40.2% － －
時間が足りない 89 35.7% 58 31.7%
適当な教材がない 94 37.8% 46 25.1%
教科学習に取り入れることが難しい 72 28.9% － －
パソコンなど施設・設備が整っていない 28 15.3% 28 15.3%
予算が足りない 16 8.7% 16 8.7%
他の教員が実践している 13 5.2% － －
生徒の興味・関心が低い － － 13 7.1%
同僚の理解が得られない 2 0.8% 2 1.1%
保護者の理解が得られない 1 0.4% 2 1.1%
管理職の理解が得られない 0 0.0% 1 0.5%
その他 8 3.2% 19 10.4%
無回答 4 1.6% 13 7.1%
計 249 － 183 －
※設問を設定していない項目については「－」で示している．







小計 家庭科 社会科 生徒指導 小計 家庭科 地歴・公民科 生徒指導
件数割合件数割合件数件数割合件数割合件数割合件数件数割合件数割合件数割合
視聴覚教材（DVD・ネット動画等） 345 79.5% 97 85.1% 121 36 78.3% 41 82.0% 44 77.2% 127 59 76.6% 29 69.0% 39 81.3%
パソコンを利用したシミュ
レーション教材（電子教材）
216 49.8% 65 57.0% 86 22 47.8% 27 54.0% 37 64.9% 65 30 39.0% 13 31.0% 22 45.8%
冊子・読本 153 35.3% 46 40.4% 51 10 21.7% 18 36.0% 23 40.4% 56 21 27.3% 12 28.6% 23 47.9%
iPad 等のタブレット PC を利用した
シミュレーション教材（電子教材）
141 32.5% 34 29.8% 60 19 41.3% 19 38.0% 22 38.6% 47 21 27.3% 12 28.6% 14 29.2%
ロールプレイングシナリオ 129 29.7% 30 26.3% 50 20 43.5% 16 32.0% 14 24.6% 49 30 39.0% 10 23.8% 9 18.8%
その他 7 1.6% 1 0.9% 1 0 0.0% 1 2.0% 0 0.0% 5 3 3.9% 1 2.4% 1 2.1%
無回答 29 6.7% 5 4.4% 14 7 15.2% 0 0.0% 7 12.3% 10 3 3.9% 7 16.7% 0 0.0%
計 434 － 114 － 383 46 － 50 － 57 － 359 77 － 42 － 48 －
そこで，学校教育において「消費文化を取り扱った授業を行う必要がある」と答えた人を対象とし，ど
のような教材があれば使ってみたいかについて訊ねた（Table 9）．全体的に「視聴覚教材」を求める教員が























＊ IPA（独立行政法人　情報処理推進機構）が製作・配布している情報セキュリティに関する DVD 教材などがある．
教育目的であれば，無料で手に入れることも可能（2014.11 現在）．
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